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中期経営計画策定に関するお知らせ 
 
 
   当社は、２００９年３月期を最終年度とする中期経営計画を策定いたしましたので、 
その内容につき、下記のとおりお知らせします。 

 
 

記 
 
 当社は、前中期経営計画（２０００年４月～２００５年３月）において、経営基盤の安定化
と新たな経営戦略の基礎を築くため、基幹事業であるビル賃貸事業における収益構造の多様化
を進めるとともに不動産証券化事業への進出を図り、２００５年 3月期をもってほぼその目標
を達成した。 
 近年経済環境の変化に伴い、不動産市場においてはその流動化の進展により、不動産の所有
と利用に対する事業価値観が大きく変わりつつあり、不動産経営は時代に即応した新しいビジ
ネスモデルへの転換が求められてきている。 
 平和不動産グループは、こうした環境変化に適確に対応し、証券界に軸足を置きつつ新たな
成長と企業価値の一層の増大のため、新中期経営計画を次のとおり策定した。 
 
１． 新中期経営計画の名称 
「Ｇｒｏｗｔｈ ２００９」（Ｔｈｅ Ｎｅｗ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｓｃｈｅｍｅ Ｆｏｒ Ｔｈｅ Ｇｒｏｗｔｈ Ｔｏｗａｒｄｓ ２００９） 

 
２． 新中期経営計画の達成期日 
２００９年３月 

 
３． 新中期経営計画の基本目標とそのスタンス 
新たな成長のため、積極的に収益物件の取得、開発を行うとともにビル、住宅、証券化
事業の各分野を再構築し、収益の拡大・安定と企業価値の増大を目指す。 
これを達成するため、自己革新に努め、チャレンジ精神を持って、果敢に事業に取り組
む。 

 



４． 計画達成のための基本戦略 
（1）ビル賃貸事業において、積極的に収益ビルを取得、開発し、資産の増大を図ると   
ともに保有資産価値の向上に努める。 

（2）住宅事業において、ベストパートナーとのコラボレーションによる住宅開発を行う 
とともに新たに自社単独の住宅開発および賃貸住宅事業に進出し、収益の拡大と 
安定化を図る。 

（3）不動産証券化事業において、証券化手法を活用した新規事業を一層進め、新たな  
プロフィットセンターとして確立することにより収益機会の増大と収益源の多様化
を目指す。 

（4）財務運営において、円滑かつ多様な資金調達により新規投資資金の確保と株主資本
の充実を図るとともに約定弁済等により有利子負債を極力削減し、財務基盤を一層
強化する。 

 
 

5． ２００９年 3月期における連結経営目標 
                       〈参考〉 

 ０９．３月期 目標  ０５．３月期 実績 ０６．３月期 予想 

営業収益 ３２０億円  ２１３億円 ３６０億円 
営業利益 １００億円  ６３億円 ７７億円 
経常利益 ９０億円  ４８億円 ６６億円 
当期純利益 ５０億円  ３０億円 ３６億円 
ＥＢＩＴＤＡ １４０億円以上  １０１億円 １２１億円 
Ｄ／Ｅレシオ １．５倍以下  ２．４倍 １．８倍 
ＲＯＡ ５．０％以上  ３．７％ ４．２％ 
ＲＯＥ ７．０％以上  ７．１％ ６．６％ 

 
 (注) ＥＢＩＴＤＡ ： 営業利益＋金融収入＋減価償却費 

       Ｄ／Ｅレシオ ： 有利子負債÷株主資本 
       ＲＯＡ    ： 営業利益÷総資産×100 
      ＲＯＥ    ： 当期純利益÷株主資本×100 
 
 

6． 計画の具体的内容 
（1）ビル賃貸事業の強化 
ａ．名古屋栄地区および大阪北浜地区に、地域の活性化と賃貸収益の拡大を図るため 
オフィス、商業施設ビルを建設する。 
ｂ．賃貸収益の拡大を図るため引き続き優良資産の取得を進めるとともに稼働率の 
一層の向上を図る。 

ｃ．所有ビルの資産価値の維持、向上に努める。 
ｄ．商業施設運営力の強化により収益力を向上する。 
ｅ．資金を効率的に活用するため、ＳＰＣ・ファンドを念頭においた取得、リーシン
グ、売却型の事業を構築する。 

 
 



（2）住宅事業の拡充  
ａ．ベストパートナーとのコラボレーション事業を行い、住宅開発力を強化する。 
ｂ．自社単独の住宅開発を推進し、自己販売力を高めるための販売体制の強化・整備
を行う。 
ｃ．賃貸住宅事業へ本格的に進出する。 
ｄ．コンバージョン事業を引き続き推進する。 
ｅ．資金を効率的に活用するため、ＳＰＣ・ファンドを念頭においた取得、開発、   
売却型の住宅事業へ進出する。 

 
(3) 証券化事業の拡大 
ａ．証券化手法を活用した開発事業を積極的に展開する。 
ｂ．上場 REIT の資産規模を拡大するとともにこれに伴うアクイジション、ＡＭ、  
ＰＭフィーの取得機会の獲得に努める。 
ｃ．「平和セレクトファンド」（私募ファンド）の規模拡大を行う。 

 
(4)ビル管理事業の充実    
ａ．ファンド保有資産のＡＭ業務およびＰＭ業務を拡大する。 
ｂ．ファンドへの物件の仲介、テナントリーシング力の強化を図る。 
ｃ．証券会社をはじめ一般事業会社所有ビルに対するＰＭ業務受託を拡充する。 

 
（5）介護付有料老人ホーム事業の整備 
ａ． 介護付有料老人ホーム事業における高い信頼と良質なサービス提供を維持する。 
ｂ．小規模多機能型居宅介護サービス事業を展開する。 

 
（6）財務運営の効率化 
ａ．資金のより効率的な運用を目指す。 
ｂ．円滑かつ多様な資金調達を行い、投資資金を確保するとともに株主資本の一層
の充実を図る。 

ｃ．有利子負債を削減する。 
 

以  上 


